
　◆経済産業省関連

▼ 11月20日：私鉄グループ価値向上の新たな視点、西
鉄グループのホテル事業戦略

▼11月24日：経産省「災害時の石油燃料の確保に関す
る連絡協議会」進捗と取組

▼11月26日：『まるわかり電力システム改革』

▼11月26日：楽天：電力全面小売自由化へエネルギー
分野事業拡大の取組と方向性

▼11月27日：防衛装備品の開発・取得・輸出を担う『防
衛装備庁』の発足概要

▼11月30日：エネルギーミックス、COP21への対応状
況等エネルギー政策の重点取組み

▼12月１日：スマートメーターによる大規模ネットワー
ク構築への取組みについて

▼12月２日：日本の大型洋上風力市場の展望と市場拡
大への挑戦

▼12月３日：電力･ガス小売り自由化、エネルギーミッ
クス決定等をふまえた対応策

▼12月８日：経済産業省「産業保安規制」スマート化
に向けた検討会の議論

▼12月15日：完全自由化後のガス市場戦略と「総合エ
ネルギー企業」

▼12月16日：電力小売参入企業を支える「NISHIKI」
の顧客拡大を目指す取組み

▼１月８日：ジャパン マリンユナイテッド浮体式洋上
風力発電事業の現状と方向性

▼１月18日：電力・ガス自由化化をふまえた東京ガス
の重点取組み課題

▼１月20日：COP21の温暖化問題、石炭火力の位置付、
次世代石炭火力の開発

▼１月29日：東京電力、柔軟で強靱な電力ネットワー
ク構築に向けた戦略と取組
　◆総務省関連

▼ 11月18日：『横浜市山下ふ頭開発基本計画』

▼１月21日：「Lアラート（災害情報共有システム）」の
取組みと今後の展開について
　◆内閣府関連

▼ 11月24日：地震津波被害激減へ、世界最先端の研究
と技術開発最前線

▼１月19日：今後10年間の最新宇宙政策と事業機会創
出等について
　◆文部科学省関連

▼ 11月20日：再生医療実用化へ向けた厚生労働省の取
組み

▼12月４日：病院の災害軽減対策研究の経緯と今後の
方向性について
　問合せ先：JPI （日本計画研究所）マーケティング部
　☎03－5793－9761　E-MAIL：info@jpi.co.jp
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新規審査
申請者等 対象品目 認証番号 登録形式 有効期限

新潟原動機㈱ 生産センター 非常動力装置 H-D-05 2形式 H32.10.15

サーベイランス
申請者等 対象品目 認証番号 登録形式 有効期限

新潟原動機㈱ 生産センター
防災用自家発電装置

B-D-05 21形式
H30.11.3

B-T-05 7形式

常用防災兼用発電装置
K-D-05 3形式

H32.4.18
K-C-05 3形式

三井造船マシナリー・サービ
ス㈱ 東京事業所 防災用自家発電装置 B-D-40 18形式 H30.8.31

ヤンマー㈱ 特機エンジン事業本部 防災用自家発電装置
B-D-11 35形式

H31.2.28
B-T-11 9形式

西日本発電機㈱ 本社工場 防災用自家発電装置 B-D-45 19形式 H31.5.9
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第90回自家発電設備認証委員会（10月７日承認分）
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